
サイバーセキュリティ人材育成に関して

平成２８年８月２日 高等教育局専門教育課長 浅野敦行

NISC 普及啓発・人材育成専門調査会（第３回）



本日の説明
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１．高等教育レベルでのセキュリティ教育の推進

① enPiT 【P３～４】

② 国立高等専門学校におけるセキュリティ教育 【P５～６】

２．第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ 【P７～８】

＜参考＞ 「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度 【P９】

（※） 初等中等教育段階、及び研究開発や研究者育成に関する取組については、本日の説明では割愛



１－① 成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）
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第２期enPiT セキュリティ分野

公募・審査を経て、７月２１日第２期enPiTの採択校を決定
セキュリティ分野については、東北大学を中心とする取組を採択。H28～H32年度支援予定。
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【中核拠点】 東北大学

【連携大学】 北海道大学、北陸先端科学技術大学院大学、大阪大学、
奈良先端科学技術大学院大学、和歌山大学、岡山大学、九州大学、
慶應義塾大学、東京電機大学、情報セキュリティ大学院大学

【参加大学】 お茶の水女子大学、東京大学、福井大学、京都大学、九州工業大学、
佐賀大学、大分大学、宮城大学、秋田県立大学、東北学院大学、
東北福祉大学、東北工業大学、中央大学、津田塾大学、早稲田大学、
金沢工業大学、九州産業大学、仙台高等専門学校、石川工業高等専門学校、
情報科学専門学校 （計２０校）

【連携企業】 国立開発法人情報通信研究機構、技術研究組合制御システムセキュリティセンター、
テクノ・マインド（株）、トレンドマイクロ（株）、西日本電信電話（株）、日本電気（株）
（株）日立製作所、富士通（株）、（株）富士通北陸システムズ、（株）ラック、
一般社団法人JPCERTコーディネーションセンター、SCSK（株） など

１１校の
共同事業

今後、さらに
拡大予定

＜取組の概要（申請書より抜粋）＞
・基礎科目、専門科目、演習科目・先進科目で構成するコース（Basic SecCapコース）を共同で提供
（先進技術の知識、実践的能力の育成を指向してコースを開発実施）



１－② 国立高等専門学校機構・情報セキュリティ人材の育成
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平成28年度予算額 229,820千円（平成27年度予算額 90,744千円）



国立高等専門学校機構・情報セキュリティ人材の育成
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２．「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」
～未来社会を創造するAI/IoT/ビッグデータ等を牽引する人材育成総合プログラム～
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「第4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」
～高等教育段階における取組～
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＜参考＞ 「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度
－ Brush up Program for professional －

9

平成２８年度も認定予定
現在公募中（１０月７日まで）

大学等における社会人や企業等のニーズに応じた、主に社会人を対象とした実践的・専門的なプログラム
を「職業実践力育成プログラム」（BP）として文部科学大臣が認定する。

＜例＞
東京電機大学－
国際化サイバーセキュリティ学特別コース

【概要・目的】
ICTシステム管理者・開発者やサイバーセキュリティ技術者等を対象に、
サイバーセキュリティの技術だけでなく、法律や倫理等の関連する分野の
教育を行い、高度な専門家を養成

【プログラムの特徴】
サイバーセキュリティに関する法・倫理、インシデント対応、サイバーディフ
ェンス等の科目で構成され、関連企業の実務家による授業、グループワー
クや実践演習などを実施

【対象とする職業分野】 ＩＣＴシステム管理者・開発者等

【受講期間】 １年

【社会人の受講しやすい工夫】 夜間・週末開講、長期履修可

【連携先（企業・団体等）】
セキュリティ対策推進協議会、三井物産セキュアディレクション（株）、
ＮＴＴ西日本（株）、情報セキュリティ大学院大学等

・体系立てられた大学等のカリキュラムを受講することにより、対象とする職種に必要な能力などをしっかりと修得することができる。
・教育訓練給付金やキャリア形成促進助成金を活用することにより、受講者・企業に対し、受講料等の一部が支給される。
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